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国及び政府に対して加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制

度の設立を求める意見書  

地方自治法第９９条の規定により、別紙のとおり意見書を提出する。  令和元年９月１７日提出  

提出者  宿毛市議会議員   山  上  正  一  
賛成者  宿毛市議会議員   三  木  健  正   〃      〃      川  田  栄  子   〃      〃      川  村  三千代   〃      〃      岡  﨑  利  久   〃      〃      松  浦  英  夫   〃      〃      濵  田  陸  紀  

宿毛市議会議長  野々下  昌  文   殿  

説明  口頭  

  国及び政府に対して加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度の
設立を求める意見書  

 

現在、国の補聴器購入への助成は、身体障害者福祉法第４条に規定する身

体障害者で、障害者手帳を持つ両耳の平均聴力レベルが 70 デシベル以上の

高度・重度難聴者が対象である。41 デシベル以上の中等度以下の難聴者の

補聴器購入には、助成制度がなく、生活に支障を来たす加齢性難聴者が増

えている。   加齢性難聴は日常生活を不便にし、コミュニケーションを困難にするな
ど生活の質を落とす大きな原因となっており、最近では、鬱や認知症の危

険因子になることも指摘されている。   日本の難聴者率は欧米諸国と大差がないにもかかわらず、補聴器使用率
は欧米諸国と比べて低く、日本での補聴器普及の遅れが指摘されている。   日本において、補聴器の価格は高額であるが、保険適用とはなっていな
い。重度難聴の場合の補装具支給制度の対象になれば 1 割の自己負担で購

入できるが、中等度以下の場合は、購入後に、医療費控除を受けられるも

のの、控除額は僅少であり高額な自己負担が伴う。また、低所得者にとっ

ては、補聴器の購入そのものが困難と言わざるを得ない。   欧米では、補聴器購入に対し公的補助制度があり、日本でも、一部の自



治体で高齢者の補聴器購入に対して補助を行っている。   補聴器のさらなる普及は、高齢になっても生活の質を落とさず心身とも
健やかに過ごすことができ、認知症の予防、ひいては健康寿命の延伸、医

療費の抑制にも繋がるものと考えられる。   以上の趣旨から、加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度を創
設することを、強く求める。  

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。   
令和元年９月１８日                宿毛市議会議長  野々下  昌  文    衆 議 院 議 長 殿   参 議 院 議 長 殿   内 閣 総 理 大 臣 殿   財 務 大 臣 殿   厚 生 労 働 大 臣 殿   全世代型社会保障改革担当大臣 殿   


